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第一法規　 1 頁

就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律



【旧】 【新】

○就学前の子どもに関する教育、保育等 ○就学前の子どもに関する教育、保育等

の総合的な提供の推進に関する法律 の総合的な提供の推進に関する法律
〔平成十八年六月十五日号外 〔平成十八年六月十五日号外

法律第七十七号〕 法律第七十七号〕

： ：

： ：

《略》 《略》

： ：

附 則〔平成二四年八月二二日法律第六六号〕 附 則〔平成二四年八月二二日法律第六六号〕

： ：

《略》 《略》

： ：

（保育教諭等の資格の特例） （保育教諭等の資格の特例）

第五条 施行日から起算して五年間は、新認定こども園法第十五条

第一項の規定にかかわらず、幼稚園の教諭の普通免許状（教育職

員免許法（昭和二十四年法律第百四十七号）第四条第二項に規定

する普通免許状をいう。）を有する者又は児童福祉法（昭和二十

二年法律第百六十四号）第十八条の十八第一項の登録（第三項に

おいて単に「登録」という。）を受けた者は、主幹保育教諭、指

導保育教諭、保育教諭又は講師（保育教諭に準ずる職務に従事す

るものに限る。）となることができる。

第五条 施行日から起算して十年間は、新認定こども園法第十五条

第一項の規定にかかわらず、幼稚園の教諭の普通免許状（教育職

員免許法（昭和二十四年法律第百四十七号）第四条第二項に規定

する普通免許状をいう。）を有する者又は児童福祉法（昭和二十

二年法律第百六十四号）第十八条の十八第一項の登録（第三項に

おいて単に「登録」という。）を受けた者は、主幹保育教諭、指

導保育教諭、保育教諭又は講師（保育教諭に準ずる職務に従事す

るものに限る。）となることができる。

２ 施行日から起算して五年間は、新認定こども園法第十五条第四

項の規定にかかわらず、幼稚園の助教諭の臨時免許状（教育職員

免許法第四条第四項に規定する臨時免許状をいう。）を有する者

は、助保育教諭又は講師（助保育教諭に準ずる職務に従事するも

のに限る。）となることができる。

２ 施行日から起算して十年間は、新認定こども園法第十五条第四

項の規定にかかわらず、幼稚園の助教諭の臨時免許状（教育職員

免許法第四条第四項に規定する臨時免許状をいう。）を有する者

は、助保育教諭又は講師（助保育教諭に準ずる職務に従事するも

のに限る。）となることができる。

３ 施行日から起算して五年間は、教育職員免許法及び教育公務員 ３ 施行日から起算して十年間は、教育職員免許法及び教育公務員

第一法規　 2 頁

就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律



【旧】 【新】
特例法の一部を改正する法律（平成十九年法律第九十八号）附則

第二条第七項に規定する旧免許状所持者であって、同条第二項に

規定する更新講習修了確認を受けずに同条第三項に規定する修了

確認期限を経過し、その後に同項第三号に規定する免許管理者に

よる確認を受けていないもの（登録を受けている者に限る。）に

ついては、同条第七項の規定は、適用しない。

特例法の一部を改正する法律（平成十九年法律第九十八号）附則

第二条第七項に規定する旧免許状所持者であって、同条第二項に

規定する更新講習修了確認を受けずに同条第三項に規定する修了

確認期限を経過し、その後に同項第三号に規定する免許管理者に

よる確認を受けていないもの（登録を受けている者に限る。）に

ついては、同条第七項の規定は、適用しない。

第一法規　 3 頁　終り

就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律


